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保証を利用できる中小企業・小規模事業者

 企業規模
原則として中小企業信用保険法に定める中小企業者を対象としています。資本金または

常時使用する従業員のいずれか一方が下表に該当していればご利用いただけます。特定

非営利活動法人（以下、「NPO法人」という。）は、常時使用する従業員数が下表に該

当していればご利用いただけますが、一部ご利用いただけない保証制度があります。

※常時使用する従業員数には、個人事業主の家族従業員（事業主と生計を一にしている３親等以内の親

族）、会社役員は含まれません。全くの臨時的な従業員は含まれませんが、パート・アルバイト等名

目は臨時雇いであっても、実質上常雇い的関係にある等事業の経営上不可欠な人員は含まれます。

ＮＰＯ法人の場合、雇用契約関係がないボランティア等は従業員に含まれません。

※資本金が上表の基準を超えている会社で、かつ、常時使用する従業員数が基準の９割を超えている場

合は、「労働保険概算・増加概算確定保険料申告書（写）」等、従業員確認資料が必要です。

※組合は保証対象事業を営む組合またはその構成員の３分の２以上が保証対象事業を営む組合などが

ご利用いただけますが、一部ご利用いただけない保証制度があります。

※一般社団法人・一般財団法人は、原則として医業を主たる事業とする法人を除いて、ご利用いただけ

ません。ただし、一定の要件に該当する場合は、一部の特定保証をご利用いただけます。

※社会福祉法人は、原則として医業を主たる事業とする法人を除いて、ご利用いただけません。

※宗教法人、学校法人、非営利団体（ＮＰＯ法人を除く。）、ＬＬＰ（有限責任事業組合）はご利用いた

だけません。

 所在地、営業経歴
法人の場合は本店または事業所のいずれかを、個人の場合は住居または事業所のいずれ

かを、富山県内に有し、原則として事業を行っていることが必要です。

※本店とは、単なる登記上の所在地というだけでなく、事業実態があることが必要です。

※住居とは、単なる住民登録上の住所というだけでなく、現に居住していることが必要です。

 業種
商工業のほとんどの業種でご利用いただけます。ただし、農林・漁業、遊興娯楽業のう

ちの風俗特殊営業、金融業（一部の金融業を除く。）等、その他当協会が支援するのは

難しいと判断した場合はご利用いただけません。

 許可等
許可等が必要な事業については、その許可等を受け、適法に事業を行っていることが必

要です。一部の業種（☞Ｐ34，35）については、保証申込時に許可書等（写）の提出が

必要です。

資本金 常時使用する従業員数

３億円以下 ３００人以下

ゴム製品製造業（自動車または航空機用タイヤおよび
チューブ製造業ならびに工業用ベルト製造業を除く。）

３億円以下 ９００人以下
（ＮＰＯ法人 ３００人以下）

１億円以下 １００人以下

５，０００万円以下 ５０人以下

５，０００万円以下 １００人以下

ソフトウェア業／情報処理サービス業 ３億円以下 ３００人以下

旅館業 ５，０００万円以下 ２００人以下
（ＮＰＯ法人 １００人以下）

― ３００人以下医療法人等

業　　種

製造業等（建設業・運送業・不動産業を含む。）

卸売業

小売業・飲食業

サービス業
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保証期間（うち据置期間）
貸付利率
(年率)

保証料率
（年率）

担　　保 取扱金融機関 申込受付窓口等

5年以内 (1年以内） 1.90%以内 0.35%～1.05% 必要に応じ 全金融機関 保証協会

1年以内 1.70%以内 0.35%～1.05% 必要に応じ 全金融機関 保証協会

1.80%以内

0.60%(注1）

1.75%以内 0.70%(注1）
（特別小口保険(注2)を利用 0.50%）

7年以内（1年以内） 1.70%以内 0.35%～1.05% 金融機関の認定書を添えて保証協会へ

7年以内（1年以内）

（1）10年以内（5年以内）
（2）設備・借換　10年以内
　　（1年以内）
　　 運転　7年以内（1年以内）

（1）ゼロ～0.55％

（2）0.15%～0.85%

7年以内 (1年以内） 1.20%以内 0.35%～1.05% 必要に応じ 全金融機関 金融機関の認定書を添えて保証協会へ

運転資金　 7年以内 (1年以内）
設備資金　10年以内 (1年以内）

1.45%以内 0.35%～1.05% 必要に応じ 全金融機関
県経営支援課への制度の

利用申請と、保証協会への保証
申込（注5）

7年以内 (1年以内） 1.45%以内
0.60%

必要に応じ 全金融機関 保証協会

【経営安定関連保証を利用する場合】
市町村の認定書及び実施計画書を

添えて保証協会へ

【上記保証を利用しない場合】
金融機関の認定書

及び実施計画書を添えて保証協会へ

運転資金  5年以内（6か月以内）

設備資金  7年以内（6か月以内）

全金融機関

1.25%以内

10年以内 (1年以内） 必要に応じ

1.70%以内
(令和6年能登半島
地震の発生に起因
して売上高が減少

した場合

1.25%以内)

必要に応じ 全金融機関 【経営安定関連保証、危機関連保証を
利用する場合】

市町村の認定書を添えて保証協会へ

【上記保証を利用しない場合】
金融機関の認定書を添えて保証協会へ

市町村市町村指定の
金融機関

原 則 不 要

0.35%～1.05%（注1）

令和6年能登半島地震対策特別措置

0.15％～0.85％

2期連続経常赤字で経営指導を
受けたもの 7年以内(6か月以

特別小口保険(注2)を利用 0.50%
経営安定関連保証1号～4号,6号を利用
0.70%

経営安定関連保証1号を利用

0.70% 責任共有対象外

(注4)

令和6年能登半島地震の発生に起因して売上高が減少した場合、上限1,000万円は撤廃されます。

(注5)

県知事の利用承認が必要な制度については、保証協会への保証申込のほかに、

県担当課への制度の利用申請が必要です。

保証決定は、制度の利用承認を確認したうえで行います。（右図参照）

責任共有対象外

経営安定関連保証4号を利用 0.30%

経営安定関連保証4号 ゼロ

災害関係保証利用 ゼロ

経営安定関連保証4号利用 0.30%

責任共有対象外

責任共有対象外

0.35%～1.05%

(経営安定関連保証5号を利用 0.50%)


























